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あらまし 自己組織型システムは、高い拡張性、適応性、耐故障性を有する一方で、システム全体の最適性が保障さ

れない、機能の創発に時間を要する傾向がある、といった問題がある。本稿では、無線センサネットワークを対象と

した自己組織型経路制御手法であるポテンシャルルーティングを題材とし、システムの振る舞いを観測・予測するこ

とでシステムを望ましい方向へと誘導するよう制御を行うモデル予測制御を導入した手法の、実現性を考慮した上で

そのロバスト性向上を検討する。
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Abstract Self-organizing systems have high scalability, adaptability, and robustness, but fall into local optima or

converge slowly under some environmental conditions. To adapt to dynamically changing conditions, systems should

be controlled moderately in accordance with future states of systems predicted by observing system behavior. In

this paper, we take potential-based routing, a self-organizing routing mechanism for wireless sensor networks, as an

example and consider a mechanism to enhance adaptability and robustness by introducing model predictive control.
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1. は じ め に

情報ネットワークの大規模化、多様化に伴い、集中管理型制

御や大域情報に依存した分散制御、あるいはそれらの階層化

制御などに基づく従来のネットワークシステムやネットワーク

制御の限界が指摘されている。従来のネットワークシステム

やネットワーク制御においては、ネットワーク全体の情報を収

集、管理し、ネットワーク全体の最適化を行っていたが、ネッ

トワークの規模や複雑性の増加により、情報の収集、管理、あ

るいは最適化のためのコストが爆発的に増大してしまう。その
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ため、高い拡張性、適応性、耐故障性を有し、さらなる発展に

対して持続的に耐えうる新たなネットワークアーキテクチャが

求められている。NSF FIA [1]（米国）、FP7 [2]（欧州）、新世

代 NWプロジェクト [3]（日本）などの国家プロジェクトにお

いて新しいネットワークアーキテクチャの研究開発が推進され

る中で、自己組織化原理に基づく局所情報を利用した完全自律

分散型の制御技術が注目を集めている。

自己組織型システムでは、集中制御を行うことなく、システ

ムの個々の構成要素が局所情報に基づいて簡単な規則の下に自

律分散的に動作し、さらに、構成要素が直接的または間接的に

相互作用することによって、システム全体として所望の機能、

動作を創発する。このようなシステムでは、従来の集中管理型

制御のようにシステム全体にかかわる大域情報を収集、管理す

る必要がないため、ネットワーク規模拡大に伴う情報管理コス

トの増大を抑えることができる。また、局所的な障害や変動に

対しては、その近傍の構成要素による局所的で即応的な適応制

御によって対処されるため、ネットワーク全体に影響を与えに

くく、障害や環境の変動によって性能が低下した場合にも自律

的に修復、適応していくことができる。

一方で、自己組織型制御について工学応用上の問題点が存在

することも明らかになってきている [4]。まず、自己組織型シス

テムの機能は自律動作する構成要素の相互作用の結果として

創発するため、大規模なシステムでは機能の創発に時間を要す

る場合がある。特に、環境変動が生じた場合に、その情報が遠

方の構成要素に届くまでに時間を要するため、適応速度が遅く

なる。また、それぞれの構成要素が用いる情報は局所的なもの

であるため、大域情報を用いてシステム全体を制御するものと

比較して、最適性に劣る傾向がある。さらに、自己組織型シス

テムにおいては、外部から制御を加える必要がないことが特徴

の一つではあるものの、同時に創発される機能が必ずしも要

求を満たすものではないという問題の原因ともなっている。こ

れらの問題の解決策として、全体に対して緩やかな制御を加

えることによって機能の創発を管理する（管理型自己組織化制

御 [5], [6]）こと、また、ネットワークの規模や複雑性の増加に

より、常に変化し続けるネットワークに適応するために、変化

に対する応答の結果として追従するだけでなく、システムの振

る舞いを観測し、変化に対するシステムの振る舞いを予測する

ことによってシステムを望ましい方向へと誘導するよう制御を

行う（予測機構の導入）ことが有効である。

モデル予測制御（MPC）[7]では、システムの挙動を予測する

モデルを用いてシステムの未来の状態を予測し、与えられた要

求を満たすように制御を行う。モデル予測制御は、システムの

制約条件の考慮やパラメータによるチューニングが容易である

ため工学的な応用がしやすく、また計算機の演算処理能力の向

上により予測、制御を行うための複雑な処理が実現可能となっ

てきたことから、近年注目を集めている。モデル予測制御を導

入することによって、過去の情報から予測を行い、環境変動を

早い段階で検知、フィードフォワード的に制御を行うことが可

能となるため、適応速度が向上する。さらに、システムの振る

舞いを観測・予測し、所望の要件を満たすように制御を加える

図 1 ポテンシャル場を用いたルーティング

ことにより、自己組織的な制御を管理可能にし、システム全体

の最適性が保障される。本稿では、自己組織型の経路制御手法

であるポテンシャルルーティング [8]を題材として、自己組織化

制御にモデル予測制御の導入を行い、シミュレーション評価に

より環境変動に対する適応性が向上することを示す。また、通

常、現実のシステムの振る舞いは、予測制御機構（コントロー

ラ）を設計する際に用いられるシステムのモデルとの間に誤差

が存在するため、提案手法の実現性を考慮した上で、設計時に

は未知である誤差に対するロバスト性についても検討を行う。

本稿の構成としては、まず 2章において本稿で対象とするポ

テンシャルルーティングについて述べ、3章でモデル予測制御

を用いたポテンシャルルーティングを提案する。さらに、4章

においてシミュレーションにより提案手法の有効性、ロバスト

性を示し、最後に 5章でまとめと今後の課題について述べる。

2. ポテンシャルルーティング

ポテンシャルルーティングは、無線センサネットワークを対

象とした自己組織型の経路制御手法である。ポテンシャルルー

ティングでは、各ノードはポテンシャルと呼ばれるスカラー値

を保持し、その値の大小に基づいてルーティングを行っており、

自身よりポテンシャルが低い隣接ノードへデータを転送してい

くことで各センサノードが集めたデータをシンクノードへと届

けることができる（図 1）。各ノードは、自身および隣接ノード

のポテンシャルや残余電力、シンクノードまでのホップ数など

の局所情報を基にして自身のポテンシャルを決定するため、高

い拡張性を有し、また省電力化や負荷分散にも効果がある。

2. 1 既存のポテンシャル場の構築手法

ポテンシャルは局所情報のみに基づいて決定されるため、ポ

テンシャルの収束に時間を要するという問題がある。文献 [9]

では、収束速度の遅さを克服するために、現時点と一時点前の

局所情報を用いて次時点のポテンシャルを決定する手法を提案

している。ノード nは、式 (1)に基づいて次時点の自身のポテ

ンシャル θn(t+ 1)を決定する。

θn(t+ 1) = (α+ 1)θn(t)− αθn(t− 1)

+ βσn

∑
k∈Nb(n)

{θk(t)− θn(t)} (1)

α は、次時点のポテンシャルを決定する際の現時点のポテン
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図 2 モデル予測制御を用いたポテンシャルルーティング

シャルとそれ以前のポテンシャルの重みを決定するパラメータ

である。αの値が大きいほど、以前のポテンシャルの重みが大

きくなり、外乱に強くなる一方で、環境変化への適応が遅くな

る。β は隣接ノードの情報からどの程度影響を受けるかを決定

するパラメータである。σi は 1/|Nb(i)|と定義されている。境
界条件としてシンクノードのポテンシャルを 0で与えている。

しかし、文献 [9] のポテンシャル場構築手法では、環境変動

にはその影響がシステム上に現れてから対処してくため適応速

度が遅い。さらに、各ノードのポテンシャルは自身とその隣接

ノードの情報のみに基づいて決定されるため、システム全体と

しての最適性が保障されない、という自己組織型システム特有

の問題が残っている。本稿では、モデル予測制御を導入するこ

とによって、これらの問題を解決する。

3. MPCを用いたポテンシャルルーティング

本稿で提案する手法では、予測制御機構（コントローラ）が

一部の直接制御可能なノードを介してネットワークの情報（ポ

テンシャル、トポロジーなど）を観測し、ポテンシャルの収束

を促進、あるいは適切なポテンシャルへと誘導するようにポテ

ンシャルの変化量を決定して制御入力としてフィードバックす

る（図 2）。本章では、まずシステムの振る舞いを予測するため

のモデルを決定し、そのモデルを用いて制御目標を達成するよ

う制御入力を決定するコントローラを設計、提案する。

3. 1 モデルの決定

ポテンシャルの変化を予測するため、ポテンシャルのダイナ

ミクスを定式化する。提案手法では、高い収束性を有する文

献 [9]の手法をベースとして、各ノードにおけるポテンシャル

の更新式を次式で与える。

θn(t+ 1) = (α+ 1)θn(t)− αθn(t− 1)

+ βσn

∑
k∈Nb(n)

{θk(t)− θn(t)}+ fn(t) + ηn(t)
(2)

fn(t)は、時刻 tにおけるノード nへの流入出フロー量を示し

ている。ここで、流入フローはセンサノードがセンサから得

る観測データ、流出フローはシンクノードにおいて収集される

データを表されており、境界条件として fn(t)を適切に決定す

ることにより、シンクノードのポテンシャルが極小となるよう

なポテンシャル場の構築が可能となる。ηn(t)は予測項で、コ

ントローラからの制御入力 u(t)によって決定される。文献 [9]

では、σi = 1/|Nb(i)|と定義されているが、特定の条件下以外
ではポテンシャルが発散してしまうという問題がある。そこで、

本稿では、σi = σ（0 < σ < 1）とする。

各々のノードのポテンシャルに対して θt
i :=

[
θti θ

t+1
i

]T と定
義したものを用いて、ノード数 N のネットワーク全体のポテ

ンシャルを表す行列Θt を以下のように定義する。

Θ(t) = [θ1(t) θ2(t) · · · θN (t)]T

さらに、t = ∞ でのポテンシャル値、つまりポテンシャル

の収束値 Θ(∞) と現時点のポテンシャル Θ(t) の差 X(t) :=

Θ(∞) − Θ(t) を定義すると、ネットワーク全体のポテンシャ

ルの更新は次式で表すことができる。

X(t+ 1) = AX(t) +Bu(t) (3)

ただし、A、B は次式で与えられる。

A = IN×N ⊗A1 − Γ⊗A0, B = E ⊗C

A1 =

[
0 1

−α α+ 1

]
, A0 =

[
0 0

0 βσi

]

C =

[
0 0

0 1

]
このとき、Γはグラフラプラシアン、E はコントローラが制御

可能なノード、In×n は n × nの単位行列を表す。提案手法で

は、式 (3)をポテンシャルの挙動を表すモデルとして用いる。

3. 2 コントローラの設計

本節では、3. 1節で示したモデルを用いて、ポテンシャルの

収束を促進、あるいは適切なポテンシャルへと誘導するように

制御入力を決定するコントローラを設計する。式 (3)を用いて、

システム全体の挙動を以下の状態方程式で表す。

X(t+ 1) = AX(t) +B1d(t) +Bu(t) (4)

Y (t) = C2X(t) +D21d(t) +D22u(t) (5)

Z(t) = C1X(t) +D11d(t) +D12u(t) (6)

ここで、Y (t)はコントローラが観測する情報、Z(t)は制御量、

d(t) は設計時に未知である外乱入力を示す。C1、C2、D11、

D12、D21、D22 は以下で表せる。

C1 = IN×N ⊗ [1 0] , C2 = HT ⊗ I2×2

D11 = 02N×N , D12 =

[
0N×2ctrl

rE ⊗ [0 1]

]

D21 = IN×N ⊗ [0 1]T , D22 = 02N×2ctrl

なお、H はコントローラが観測可能なノードを表す行列、ctrl
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図 3 ネットワークトポロジ

表 1 パラメータ設定

パラメータ 値

α 0.4

β 0.2

σ 0.1

r 0.1、10

はコントローラが制御可能なノードの数、0m×n はm× nの零

行列を表す。

以上の式を元に、式 (7)を満たす制御入力 u(t)を決定する。

minimize :

∞∑
t=0

Z(t)TZ(t) (7)

このとき、Zt は式 (8) で表すことができ、各ノードにおける

ポテンシャルの収束値との差分、および制御入力が最小となる

ように制御入力が決定される。

Z(t) =


θ1(t)− θ1(∞)

:

θN (t)− θN (∞)

ru(t)

 (8)

r は制御入力の大きさを決定するパラメータで、r が大きな値

をとる場合には制御入力が小さくなり、ポテンシャルの急激な

変動が抑えられる一方で、収束速度が低下する。

4. シミュレーション評価

本章では、提案手法の環境変動に対する適応性、およびロバ

スト性を示すため、シミュレーション評価を行った結果を示す。

まず 4. 1節で、設計したコントローラにが式 (7)を満たすよう

制御を行うことを確認するために、MATLAB上でポテンシャ

ルの収束について評価を行う。次に 4. 2節で、Visual C++で

作成したイベントドリブンモデルのプログラムを用いてシミュ

レーションを行い、環境変動に対する適応性、ロバスト性の

評価を行う。なお、予測制御における制御入力 u(t) の計算は

Visual C++からMATLABを呼び出すことで実現している。

4. 1、4. 2節では、図 3で表されるノード数 12のネットワー

クトポロジーを対象として行っており、図において白丸で表さ

れるノードをシンク、それ以外のノードをセンサとしている。

コントローラが制御可能なノードはシンクノード 1、2として

いる。パラメータの設定は表 1に示す。比較対象として、予測

制御を導入していない文献 [9]の手法を用いる。

4. 1 ポテンシャルの収束性

本節では、ポテンシャルの収束について評価を行った結果を
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図 5 モデル予測制御（r = 0.1）

示す。各ノードは隣接ノードのポテンシャルを遅延なしで得る

ことができ、1ステップごとに式 (2)に基づいて次時点の自身

のポテンシャルを決定する。また、コントローラは遅延なしで

全てのノードの情報（トポロジー、ポテンシャル、フロー量）

を得ることができ、1ステップごとに制御入力 u(t)を決定して

シンクノード 1、2に対して制御を加える。各センサノードへ

流入するフロー量、各シンクノードから流出するフロー量はそ

れぞれ均等であるものとし、各ノードにおける流入出フロー量

fn(t)を並べた行列 F t := [f1(t) · · · fN (t)]T を以下で与える。

F t = [ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 − 5 − 5 ]T

図 4、5に、ポテンシャルの収束について評価した結果を示

す。予測を行わない場合、100ステップ経過した時点でもポテ

ンシャルの収束が見られないのに対し、モデル予測制御を用い

た場合にはおよそ 50ステップで収束しており、提案手法にお

いて、ポテンシャルの収束を促進するように予測制御が行われ

ることが確認できた。

4. 2 環境変動に対する適応性、ロバスト性

環境変動に対する適応性を評価するため、トラヒック負荷が

変化させ、ポテンシャルの収束、シンクノードにおけるデータ

パケットの到着数について評価を行った。データの転送方式と
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図 6 ポテンシャルの収束（予測無し）

して、信頼性と省電力性に優れた受信端末駆動型の非同期間欠

通信である Intermittent Receiver-driven Data Transmission

（IRDT）方式 [10]を採用している。式 (2)に基づくポテンシャ

ルの更新に必要な隣接ノードの情報については、IRDTが用い

る定期的な端末 IDの送信時に自身のポテンシャルを含めて送信

することで行う。また、予測制御に必要な情報を収集するため、

コントローラは一定時間ごとに情報収集を要求する TTL= p

のパケットを送信し、コントローラが制御可能なノードから

pホップ以内に存在するノードの情報の収集を行う。各センサ

ノードは、シミュレーション開始から 1,000sの時点でデータパ

ケットの生成を開始し、時刻 10,000sにおいてトラヒックの負

荷が変化する。データパケット生成開始からトラヒック変化直

前までの F t（1, 000 <= t < 10, 000）を次式で与える。

F t = [ 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 − 5 − 5 ]T

また、トラヒック変化後の F t（10, 000 <= t）は次式で与える。

F t = [ 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 − 5 − 5 ]T

センサノード n（n = 1 ∼ 10）において、fn(t) = 0.5である時

点での平均データパケット発生率は 0.025packet/s、fn(t) = 1.5

である時点平均データパケット発生率は 0.075packet/sとする。

各ノードにおけるポテンシャルの更新間隔、モデル予測制御に

よる制御の間隔はそれぞれ 50sとしている。また、情報収集要

求パケットはポテンシャル更新に合わせて 50sごとに送出され、

その TTLは p = 1としている。つまりコントローラは 2つの

シンクノードとその隣接ノードの情報から予測制御を行う。以

降では、10回試行を行った平均を結果として掲載している。

トラヒック負荷の変化前後の各ノードにおけるポテンシャル

の時間変化を図 6∼8 に示す。この評価では、ポテンシャルの

更新タイミングが非同期で、さらにポテンシャルの更新や制御

入力の決定に必要な情報の獲得に通信遅延が生じており、ポテ

ンシャルの挙動は 3. 1節で示したモデルとは完全には一致して

いない。しかし、得られた結果より、予測制御によってポテン

シャルの収束速度が大幅に向上しており、コントローラ設計時

には未知の誤差に対してもロバストであることが示された。

図 9∼11 に、シンクノード 1、2 それぞれにおける 100s ご
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図 7 ポテンシャルの収束（モデル予測制御、r = 0.1）
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図 8 ポテンシャルの収束（モデル予測制御、r = 10）
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図 9 データパケット到着数（予測無し）

とのデータ到着数、およびその平均を示している。トラヒック

負荷の変化前は各シンクノードにおけるデータパケット到着数

がほぼ等しい状態となっており、トラヒック負荷の変化が生じ

る 10,000sの時点で各シンクノードにおけるデータパケット到

着数に偏りが生じ、やがて再び等しい状態へと戻る。トラヒッ

ク負荷が変化したあと、各シンクノードにおけるデータパケッ

ト到着数が等しい状態へと到達したとき、データパケットの流

れがトラヒック負荷の変化に合わせて新しい状態へと収束した

と言える。図から、予測制御を行わない場合には、トラヒック
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図 10 データパケット到着数（モデル予測制御、r = 0.1）
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図 11 データパケット到着数（モデル予測制御、r = 10）

負荷が変化してからデータパケットの流れが収束するまでにお

よそ 8,000s 要しているのに対し、予測制御を導入することで

2,000s程度に抑えられている。特に、r の値が小さいほどデー

タパケットの流れの収束が早くなっている。r の値が小さいと

きには式 (8)で表される制御量 Z(t)に含まれる ru(t)が小さ

くなり、大きな制御入力が許される。その結果、一度のポテン

シャル更新におけるポテンシャルの変化量が大きくなり、ポテ

ンシャルが収束値に到達するまでの時間が短縮される。一方

で、図 10より、rが小さい場合に、トラヒック負荷変化直後に

データパケットの到着数が減少している。これは、ポテンシャ

ルの変化が急激になることにより、一時的にシンクノード以外

のノードでポテンシャルが極小となってデータパケットがシン

クノードに到達できなくなるためである。r の値を大きくする

ことによって、ポテンシャルの急激な変化が抑えられるととも

に、データパケットの流れが収束するまでの時間も短縮されて

おり、データ到着数の減少を抑えつつ、環境変化への適応性の

向上が達成できることが示せた。

一方で、図 9∼11より、予測制御を導入した場合に各シンク

ノードに到達したデータパケットの平均がわずかに減少してい

ることが確認できる。これは、コントローラが予測制御に必要

な情報を収集するために制御パケットを送信しているため、シ

ンクノード付近で輻輳が生じ、データパケットがドロップして

いるためだと考えられる。この問題に対しては、情報収集のた

めの制御パケット送信の頻度を抑える（ポテンシャルの更新数

回に対して一度だけ情報を収集する）、予測制御の分散化を行

うなどの解決方法が考えられるが、いずれの場合も環境変動に

対する適応性とのトレードオフが問題となると考えられ、さら

なる検討が必要となる。

5. お わ り に

自己組織型システムでは、個々の構成要素が現在の局所的な

情報のみに基づいて自身の行動を決定するため、環境変動に即

座に適応していくことができない。そのため、システムの振る

舞いを観測・予測し、システムを望ましい方向へ誘導するよう

に制御を加える必要がある。本稿では、無線センサネットワー

クを対象とした自己組織的な経路制御手法であるポテンシャ

ルを題材として、モデル予測制御を導入した手法を提案した。

シミュレーション結果より、モデル予測制御を導入することに

よって環境変動に対する適応速度が向上することを示した。ま

た、実際の無線センサネットワークを想定した環境下でもポテ

ンシャルの収束性の向上が見られることから、予測制御に用い

るモデルと実際のシステムの挙動との相違から生まれる誤差に

対してもロバストである。

今後の課題として、情報収集パケット送信の頻度を抑える、

あるいは予測制御の分散化を行うことにより、情報収集のため

のオーバーヘッドを抑えつつ、どの程度環境変動に対する適応

性の向上が達成できるかについて検討を行っていきたいと考え

ている。
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